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香南清掃組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、組合職員の給与・

定数管理等の公表を行います。

第１章 職員の給与の状況

１ 総括

（１）人件費の状況

区分 住民基本台帳 歳出額 人件費 人件費率 備考

人口

人 千円 千円 ％

21年度 112,946 506,145 93,382 18.4

（２）職員給与費の状況

区分 職員数 給与費 一人当たり 備考

給与 職員手当 期末・勤勉手当 計 の給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円

21年度 11 46,937 8,816 17,737 73,490 6,681
（注）職員手当には、退職手当は含みません。

２ 職員の平均給料月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 22年 4月 1日現在）
区分 平均年齢 平均給料月額

香南清掃組合 歳 円

47.7 357,187
南国市 歳 円

42.3 342,303
国 歳 円

41.9 325,579
＜注＞１ 「平均給料月額」とは、22 年 4 月 1 日現在における職員の基本給の

平均である。

２ 南国市と国は一般行政職の状況にて表記したものである。

（２）初任給等の状況

（平成 22年 4月 1日現在）
香南清掃組合 国

区分 決定初任給 初任給

大学卒 162,100 円 172,200円

高校卒 140,600 円 140,100円
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（３）経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成 22年 4月 1日現在）
区分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

大学卒 243,600円 293,800円 335,300円
高校卒 205,900円 250,900円 302,200円

３ 職員の級別職員数の状況

（１）職員の級別職員数の状況

（平成 22年 4月 1日現在）
参考

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １年前の構成比

１級 主事及び技師の職務 人 ％ ％

２級 主事及び技師の職務 人 ％ ％

３級 主査及び技査の職務 1人 9.1 ％ 18.2 ％
４級 係長・班長。主幹・技幹の職務及びこれに相当する職務 10人 90.9 ％ 81.8 ％
５級 事務局次長・主監・技監の職務及びこれに相当する職務 人 ％ ％

６級 事務局長の職務及びこれに相当する職務 人 ％ ％

(注）１．香南清掃組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２．平成 19年に 7級制から 6級制に変更している。

４ 職員手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

香南清掃組合 国

１人当たりの平均支給額 （21年度） －

1,612 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.6月分 1.27月分 2.6月分 1.30月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 ５～１５％ ・ 役職加算 ５～２０％

・管理職加算 １０～２５％

（２）退職手当（22年 4月 1日現在）
香南清掃組合 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20年 23.5月分 30.55月分 勤続 20年 23.5月分 30.55 月分
勤続 25年 33.5月分 41.34月分 勤続 25年 33.5月分 41.34月分
勤続 35年 47.5月分 59.28月分 勤続 35年 47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置
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（2～ 20％加算） （2～ 20％加算）

（３）

特殊勤務手当（21年度）
支給実績（21年度決算） 91千円
支給職員１人当たり平均支給年額 （21年度決算） 8千円
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 100％
手当の種類 1
（注）可燃ごみ処理に当たる職員として、悪環境での作業をしいられるため。

（４）時間外勤務手当

支給実績（21年度決算） 5,908千円
職員１人当たり平均支給年額 （21年度決算） 537千円

（５）その他の手当（22年 4月 1日現在）
支給職員１人当た

区分 内容及び支給単価 国の制度 支給実績 り平均支給年額

との異同 （20年度決算） （20年度決算）

扶養親族のある職員に支給

扶養手当 配偶者 13,000円 同じ 1,506千円 188,250円
配偶者以外の扶養親族 6,500円

借家・借間居住者

住居手当 基礎控除額 12,000円 625千円 312,750円
最高支給限度額 27,000円 同じ

交通用具使用者

通勤手当 2,000円（2km～ 5km）～最高 24,500 264千円 24,000円
円（60km 以上） 同じ

交通機関等利用者

通勤等の額に相当する額

最高支給限度額 55,000円

管理職手当 管理監督する地位にある職員に

支給 51,000円 同じ 千円 円

５ 職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

区分 職員数 対前年度減 主な増減理由

21年度 22年度
衛生部門 １１ １１ ０
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（２）年齢別職員構成の状況（各年４月１日現在）

区分 20 歳 20～ 20～ 24～ 28～ 32～ 36～ 40～ 44～ 48 ～ 52 ～ 56 ～ 60 歳

未満 23歳 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

21年度職員数 １ １ 4 4 １

22年度職員数 １ １ 4 4 １

第２章 職員の任用等の状況

（１）採用者数

平成 21年度採用は無し。
（２）退職者数

平成 21年度に退職した職員は、無し。但し、臨時的任用は除きます。

第３章 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

１ 勤務時間及び週休日、休日

勤務日 月曜日から金曜日まで（午前８時１５分から午後５時 00分まで）
週休日 日曜日及び土曜日

休日 国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日～１月３日

施設を連続２４時間運転稼働しており、現業職については、上記勤務日、時間を原

則として、特別の形態勤務をおこなっております。

２ 休暇の種類

職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇がありま

す。

（１）年次有給休暇 １暦年２０日以内（２０日以内の繰越を認める）

（２）病気休暇 公務傷病によるもの １５０日以内

一般の傷病によるもの １５０日以内（結核性疾患は１年以内）

（３）特別休暇

（22年 4月 1日現在）
場合 期間

１選挙権その他公民としての権利の行使 必要と認められる期間

２裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁 必要と認められる期間

判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭

３骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその 必要と認められる期間

登録を実施する者に対して登録の申出を行い，又は

骨髄移植のため配偶者，父母，子及び兄弟姉妹以外

の者に骨髄液を提供する場合で，当該申出又は提供

に伴い必要な検査，入院等のため勤務しないことが

やむを得ないと認められるとき

４自発的に，かつ，報酬を得ないで次に掲げる社会 5日の範囲内の期間
に貢献する活動(専ら親族に対する支援となる活動を

除く。)を行う場合で，その勤務しないことが相当で
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あると認められるとき

(1) 地震，暴風雨，噴火等により相当規模の災害が

発生した被災地又はその周辺の地域における生活関

連物資の配布その他の被災者を支援する活動

(2) 身体障害者療護施設，特別養護老人ホームその

他の主として身体上若しくは精神上の障害がある者

又は負傷し，若しくは疾病にかかった者に対して必

要な措置を講ずることを目的とする施設であって市

長が定めるものにおける活動

(3) 前 2号に掲げる活動のほか，身体上若しくは精
神上の障害，負傷又は疾病により常態として日常生

活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活

を支援する活動

５ 職員の結婚 10日以内
６ 職員の出産 ８週間（多胎妊娠の場合は 14 週

間）前の日から出産の日までに期

間及び出産の日の翌日から８週間

の期間

７ 生後 2年に達しない子を育てる職員が，その子の 1日 2回それぞれ 30分以内
保育のために必要と認められる授乳等を行う場合

８ 配偶者の出産 出産するため病院に入院する等の

日から当該出産の日後２週間を経

過する日までの期間内における５

日の範囲内の期間

９ 職員の妻が出産する場合で、当該出産に係る子又 職員の妻の出産予定日の 6週間前
は小学校就学の始期に達するまでの子(妻の子を含 の日から当該出産の日後 8週間を
む。)を養育する職員がこれらの子の養育のため勤務 経過する日までの期間内における

しないことが相当であると認められるとき 5 日の範囲内でその都度必要と認
める日又は時間

10 小学校の始期に達するまでの子を養育する職員 5 日の範囲内でその都度必要と認
が，その子の看護のため勤務しないことが相当であ める日又は時間

ると認められる場合

11 忌引 配偶者 １０日

父母、子 ７日

祖父母、兄弟姉妹 ３日

孫、叔父、叔母等 １日

12 父母，配偶者及び子の祭日 慣習上最小限度必要と認める期間

13 夏季における盆等の諸行事，心身の健康の維持 7 月から 9 月までの期間内におけ
及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないこと る，週休日，休日及び代休日を除

が相当であると認められる場合 いて原則として連続する 3日の範
囲内の期間
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14 地震，水害，火災その他の災害により職員の現 7日の範囲内の期間
住居が滅失し，又は損壊した場合

15 地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の 必要と認められる期間

事故等により出勤することが著しく困難であると認

められる場合

16 地震，水害，火災その他の災害時において，職 必要と認められる期間

員が退勤途上における身体の危険を回避するため勤

務しないことがやむを得ないと認められる場合

17 地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 42 条 計画の実施に伴い必要と認める期

の規定によりあらかじめ計画された能率増進計画の 間

実施

18 女子職員の生理(生理日において勤務することが ２日を越えない範囲で必要と認め

著しく困難である者が請求した場合) る期間

19 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に そのつど必要と認める期間

関する法律(平成 10年法律第 114号)による交通の制
限又は遮断

20 所轄庁の事務又は事業の運営上の必要に基づく事 必要と認められる期間

務又は事業の全部又は一部の停止

21 妊産婦のつわり 診断書により７日以内

22 妊娠障害 診断書により７日以内

23 長期勤続の節目として，心身のリフレッシュを 40 歳及び 50 歳の誕生日の属する
行うことにより心身の健康の維持及び増進又は家庭 一暦年について 40歳は 3日間，50
生活の充実を図ることにより職務の能率増進に務め 歳は 5日間
る

24 妊産婦である女子職員の健康診査及び保健指 妊娠満 23週までは 4週間に 1回，
導(妊娠中の女子職員及び産後 1年を経過しない女子 妊娠満 24 週から満 35 週までは 2
職員が母子保健法(昭和 40 年法律第 141 号)第 10 条 週間に 1 回，妊娠満 36 週から出
に規定する保健指導又は同法第 13条に規定する健康 産までは 1週間に 1回，産後 1年
診査を受ける場合) まではその間に 1 回(医師等の特

別の指示があった場合には，いず

れの期間についてもその指示され

た回数)について，それぞれ，1
日の正規の勤務時間等の範囲内で

必要と認められる時間

25 妊娠中の女子職員の通勤緩和(妊娠中の女子職員 正規の勤務時間等の始め又は終わ

が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は りにおいて，1 日を通じて 1 時間
胎児の健康保持に影響があると認めるとき。) を超えない範囲内でそれぞれ必要

とされる時間

（４）介護休暇 介護の対象者

・職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母
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・同居の祖父母、兄弟姉妹、父母の配偶者、配偶者の父母の配偶者、

子の配偶者、配偶者の子、孫

２週間以上の期間にわたり疾病等で、日常生活を営むのに支障がある者を

介護するため、介護を必要とする一の継続する状態ごとに連続する１年の

期間内につき承認する。（無給）

（５）組合休暇 職員が任免権者の承認を受けて、正規の勤務時間中に給与の支給を

受けずに登録された職員団体の業務に従事する場合において取得できる。

１暦年につき３０日を超えない範囲で、１日又は１時間単位で与えるもの

とする。（無給）

３ 育児休業等

（１）育児休業 職員が任免権者の承認を得て、当該職員の三歳未満の子を養育す

るため、当該子が三歳に達する日まで、育児休業することが出来

る。（無給）

（２）部分休業 職員が任免権者の承認を得て、当該職員の三歳未満の子を養育す

るため、当該子が三歳に達する日まで、一日の勤務時間の始めま

たは終わりにおいて一日を通じて２時間を超えない範囲で部分休

業することが出来る。

第４章 職員の服務状況

１ 年次有給休暇の取得状況

平成 21年次平均取得日数 17.5日

２ 育児休業・部分休業・介護休暇の取得状況

平成 21年度取得者なし

３ 病気休暇の取得状況

取得者数 のべ取得日数

平成 21年次 8人 47.4日

第５章 職員の分限及び懲戒処分の状況

１ 分限処分

（平成 21年度）
区 分 降任 免職 休職 合計

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合
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職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

合 計 ０

２ 懲戒処分

（１）懲戒処分者数

（平成 21年度）
区 分 戒告 減給 停職 免職 合計

懲戒処分者数 ０

（２）処分の事由別状況

（平成 21年度）
区 分 給与・任用 一般服務違 一般非行 収賄等関係 道路交通法 監督責任 合 計

に関する不 反関係 関 係 違反関係

正

処分等の事由別 状況 ０

第６章 職員の研修状況

（平成 21年度）
実施主体 研 修 名 研修日数（日）受講者数（人）

第７章 職員の福祉について

１．健康診断の実施

（１）一般定期健康診断

２．互助会（職員健康増進等事業実施）

３．職員への作業服の貸与

第８章 職員の利益の保護について

１．勤務条件に関する措置の要求の状況（公平委員会）

業務の状況 平成 21年度
職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

を審査判定のうえ、必要な措置をとること ０

２．不利益処分に関する不服申し立ての状況 （公平委員会）

業務の状況 平成 21年度
職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに対する裁

決または決定すること ０


